
（単位：百万円）

科        目 科        目

61,405 1,826,581

現 金 0 16,096

預 貯 金 61,404 1,810,171

155,703 313

1,220,462 1,293

443,164 34,489

国 債 259,464 3,169

地 方 債 3,684 191

社 債 20,827 817

株 式 116 1,641

外 国 証 券 19,138 0

そ の 他 の 証 券 139,933 59

1,489 45

保 険 約 款 貸 付 1,489 413

433 2,464

建 物 377 6,880

その他の有形固定資産 56

5,969 1,874,879

ソ フ ト ウ ェ ア 5,969

その他の無形固定資産 0 56,000

9 46,000

59,374 46,000

4,062 △ 1,332

未 収 金 1,670 △ 1,332

前 払 費 用 1,103 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,332

未 収 収 益 830 100,667

預 託 金 251

金 融 派 生 商 品 168 △ 15,355

仮 払 金 16 △ 15,355

そ の 他 の 資 産 21

8,137 85,312

△ 20

1,960,191 1,960,191

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 契 約 者 配 当 準 備 金

２０２５年度　貸借対照表
（2026年 3月31日現在）

金　　　　　額 金　　　　　額

（資産の部） （負債の部）

代 理 店 借金 銭 の 信 託

再 保 険 借有 価 証 券

そ の 他 負 債

純資産の部合計

代 理 店 貸

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

貸 付 金

預 り 金

有 形 固 定 資 産

金 融 派 生 商 品

負債の部合計

仮 受 金

価 格 変 動 準 備 金

前 受 収 益

（純資産の部）

再 保 険 貸

資 本 金

無 形 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

そ の 他 資 産

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
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(注 ) 

(１) 有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）の評価は、売買目的有

価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応債券につ

いては移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については３月末日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価の算定は移動平均法、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を

含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、ただし市場価格のない株式等については移

動平均法による原価法）によっております。 

その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、外貨建そ

の他有価証券のうち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価

差額とし、それ以外の差額については為替差損益として処理しております。 

(２) 責任準備金対応債券（金銭の信託において信託財産として運用している責任準備金対応債券を含む）

に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりであります。 

保険商品の特性に応じて小区分を設定し、金利リスクを適切に管理するために、各小区分を踏まえた

資産運用方針を策定しております。また、責任準備金と責任準備金対応債券のデュレ－ションが一定幅

の中で一致していることを、定期的に検証しております。 

なお、小区分は次のとおり設定しております。 

① 個人保険（対象保険種類の将来支出の一定到達年齢以上部分） 

② 積立利率型個人保険 

③ 積立利率型定額年金保険 

ただし、一部保険種類及び一部給付部分を除く。 

(３) デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ取引を含む）の評

価は時価法によっております。 

(４) 有形固定資産の減価償却の方法は、建物については定額法により、建物以外については定率法により

行っております。 

(５) 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております｡ 

(６) 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております｡ 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に

対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権につ

いては、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております｡ 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を

計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に

乗じた額を計上しております｡ 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております｡ 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の評価額及び保証

等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額した金

額はありません。 
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(７) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、計上しております。 

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数 発生年度に全額を費用処理 

過去勤務費用の処理年数 発生年度に全額を費用処理 

(８) 価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

(９) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費

税等以外のものについては、発生事業年度に費用処理しております。 

(10) 保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納した金

額により計上しております。 

なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となっている期間に対応する部分については、

保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第１項第２号に基づき、責任準備金に積み立てておりま

す。 

(11) 保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定

された金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。 

なお、保険業法第 117 条及び保険業法施行規則第 72 条に基づき、期末時点において支払義務が発生し

ているもの、または、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められるも

ののうち、それぞれ保険金等の支出として計上していないものについて、支払備金を積み立てております。 

(12) 再保険収入は、再保険協約書に基づいて受領する保険金等を、元受保険契約に係る保険金等の支払時等

に計上しております。 

再保険料は、再保険協約書に基づいて支払う保険料等を、元受保険契約に係る保険料の収納時又は当該

協約書の締結時等に計上しております。 

なお、資産留保型修正共同保険式再保険については、再保険協約書に基づき元受保険契約に係る新契約

費相当額の一部として受け取る額を、再保険収入に計上するとともに、同額を未償却出再手数料として再

保険貸に計上し、再保険契約期間にわたって償却しております。 

また、再保険に付した部分に相当する一部の責任準備金及び支払備金は、保険業法施行規則第 71 条第

１項及び同規則第 73 条第３項に基づき不積立としております。 

(13) 責任準備金は、期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく

将来における債務の履行に備えるため、保険業法第 116 条第１項に基づき、保険料及び責任準備金の算出

方法書（保険業法第４条第２項第４号）に記載された方法に従って計算し、積み立てております。 

責任準備金のうち保険料積立金については、次の①から③の方式により計算しております。ただし、

変額個人年金保険の責任準備金は、平成８年大蔵省告示第 48 号に定める標準的方式により計算しており

ます。 

① 標準責任準備金の対象契約（条件変更を受けた契約を除く）については、金融庁長官が定める方式

（平成８年大蔵省告示第 48 号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約（条件変更を受けた契約を除く）については、平準純保険料

式 

③ 条件変更を受けた契約については、変更後の条件に従った計算基礎及び保険料払込年数をチルメ

ル期間としたチルメル式の返戻金の額に基づき、平成８年大蔵省告示第 48 号に定める方式に準じた

平準純保険料式 

なお、責任準備金については、保険業法第 121 条第１項及び保険業法施行規則第 80 条に基づき、毎決

算期において責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認しております。 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第１項第３
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号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備えて積

み立てております。 

(14) 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間（５年）に基

づく定額法により行っております。 

(15) 株式会社Ｔ＆Ｄホ－ルディングスを通算親会社として、グル－プ通算制度を適用しております。

また、「グル－プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号

2021 年８月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処

理並びに開示を行っております。 

(16) 重要な会計上の見積りに関する事項は次のとおりであります。

① 責任準備金

イ．当事業年度の計算書類に計上した額

(単位：百万円) 

当事業年度 

責任準備金 1,810,171 

責任準備金繰入額 99,328 

ロ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

ⅰ．算出方法

「貸借対照表注記 (13)」に記載のとおりであります。 

ⅱ．主要な仮定及び翌事業年度の計算書類に与える影響 

保険料及び責任準備金の算出方法書に記載された計算前提（予定発生率・予定利率等の基礎率）

が、直近の実績と大きく乖離することにより、将来の債務履行に支障を来すおそれがあると認めら

れる場合には、保険業法施行規則第 69 条第５項に基づき、追加の責任準備金を計上する必要があ

ります。 

② 固定資産の減損

イ．当事業年度の計算書類に計上した額

(単位：百万円) 

当事業年度 

減損損失 － 

ロ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

ⅰ．算出方法

保険営業等の用に供している固定資産について、保険営業等全体で１つの資産グル－プとして

おります。 

減損の兆候がある場合には、割引前将来キャッシュ・フロ－の総額が帳簿価額を下回った際に減

損損失を認識し、帳簿価額から回収可能価額（割引後の将来キャッシュ・フロ－と正味売却価額の

いずれか大きい方）を控除した額を当期の損失として計上しております。 

ⅱ．主要な仮定及び翌事業年度の計算書類に与える影響 

減損の認識の判定に用いる割引前将来キャッシュ・フロ－の主要な仮定は、中期計画等に基づく

保険営業活動から生じる損益を使用しております。 

主要な仮定である保険営業活動から生じる損益が悪化し、割引前将来キャッシュ・フロ－が変動

した場合、減損損失を計上する可能性があります。 

(17) 当事業年度末までに公表されているものの、適用されていない主な会計基準は次のとおりであります。 

・「リ－スに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年 9 月 13 日 企業会計基準委員会）

・「リ－スに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年 9 月 13 日 企業

会計基準委員会）
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イ.概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、

借手の全てのリ－スについて資産及び負債を認識するリ－スに関する会計基準の開発に向けて、国際

的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS 第 16 号の単一の会計処理モデル

を基礎とするものの、IFRS 第 16 号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入

れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS 第 16 号の定めを財務諸表に用いても、基本的に

修正が不要となることを目指したリ－ス会計基準等が公表されました。 

借手の会計処理として、借手のリ－スの費用配分の方法については、IFRS 第 16 号と同様に、リ－

スがファイナンス・リ－スであるかオペレ－ティング・リ－スであるかにかかわらず、全てのリ－ス

について使用権資産に係る減価償却費及びリ－ス負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モ

デルが適用されます。 

ロ.適用予定日

2028 年 3 月期の期首より適用予定であります。

ハ.当該会計基準等の適用による影響

影響額については、現時点で評価中であります。

(18) 金融商品の状況及び時価等に関する事項については、次のとおりであります。

① 金融商品の状況に関する事項

イ．金融商品に対する取組方針

当社は、乗合代理店チャネルを通じた生命保険販売に特化した生命保険会社です。保険料として収

受した金銭等を有価証券等の金融資産にて運用しております。資産運用に際しては、負債特性やリス

ク許容度を考慮し、確定利付資産によるキャッシュ・フロ－・マッチングを主体としたポ－トフォリ

オの構築を通じて、金利リスクを抑制する方針としています。

デリバティブ取引は、現物の確定利付資産によるキャッシュ・フロ－・マッチングを代替すること、

及び、変額個人年金保険に係る最低保証リスクをヘッジすることを目的として利用しております。 

ロ．金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する主な金融資産は、有価証券、金銭の信託及び貸付金であります。

一般勘定における有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）の

種類は、主に国内公社債及び外国公社債であり、安定的な収益確保、流動性確保等を目的に保有して

おり、金利等の相場変動による市場リスク及び流動性リスクに晒されております。 

特別勘定における有価証券の種類は、主に投資信託であり、個人変額保険および変額個人年金保険

の主たる投資対象として保有しております。特別勘定の資産に係る市場リスク等は基本的に保険契

約者に帰属することになりますが、変額個人年金保険契約のうち最低保証を付している部分は、一部

そのリスク（最低保証リスク）が当社に帰属しております。 

デリバティブ取引は、変額個人年金保険に係る最低保証リスクの軽減のため、その対象となる特別

勘定内における現物資産の一定割合以上の価格下落によるリスクをヘッジする目的で、金銭の信託

内においてオプション取引を行っております。 

貸付金は、保険契約者に対する保険約款貸付でありますが、解約返戻金の範囲内で行っており、信

用リスクは僅少であります。 

ハ．金融商品に係るリスク管理体制

ⅰ. 全般的なリスク管理体制

当社では、生命保険事業の社会公共性等に鑑み、経営の健全性及び適切性を確保するため、リス

クを的確に把握管理していくことを経営の重要課題のひとつとして位置づけ、株式会社Ｔ＆Ｄホ

－ルディングスが策定した「グル－プリスク管理基本方針」に準拠した「リスク管理基本方針」を

制定し、各種リスクを統括管理するためのリスク管理体制を整備しております。 

組織面では、リスク管理に関する一元的な体制の確立やリスク管理の徹底を期することを目的

Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命保険株式会社



 

 

としてリスク統括会議を設置するとともに、リスクを統合的に管理するため、リスク統括部門とし

て業務執行部門から独立したリスク管理部の設置、資産運用部門の投融資執行と事務管理の権限

の分離、内部監査部による内部監査の実施など、内部牽制が働く体制としております。 

また、ＡＬＭ委員会を設置し、資産・負債に関わる収益及びリスクの総合管理（ＡＬＭ）を適切

に実施しております。 

ⅱ. 市場リスクの管理 

「市場リスク管理方針」及び「市場リスク管理規程」に基づき、バリュ－・アット・リスク（Ｖ

ａＲ）による予想損失額を測定するなど市場リスクの把握・分析を行っております。 

ⅲ. 信用リスクの管理 

「信用リスク管理方針」及び「信用リスク管理規程」に基づき、個別取引ごとに、事前の厳正な

審査及び事後のフォロ－を実施するとともに、極度な与信集中を回避するための与信枠の設定、与

信先の信用ランクをもとに予想損失額を測定するなど信用リスクの把握・分析を行っております。 

ⅳ．流動性リスクの管理 

「流動性リスク管理方針」及び「流動性リスク管理規程」に基づき、市場の混乱等に備えるため

に、一定期間内に現金化が可能な資産を確保するなど、流動性リスクの未然防止・軽減を図ってお

ります。 

ニ．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。 

当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。 
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② 金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）参照）。 

また、現金及び預貯金、コ－ルロ－ン、債券貸借取引受入担保金等は主に短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

(単位：百万円) 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

イ．金銭の信託 

ⅰ 運用目的 

ⅱ 満期保有目的 

ⅲ 責任準備金対応 

ⅳ その他 

ロ．有価証券 

ⅰ 売買目的有価証券  

ⅱ 満期保有目的の債券  

ⅲ 責任準備金対応債券 

ⅳ その他有価証券 

ハ．貸付金 

保険約款貸付 

貸倒引当金(*１) 

1,220,462 

1,989 

26,849 

962,091 

229,531 

443,048 

131,599 

170,662 

116,468 

24,318 

1,489 

1,489 

△0 

1,061,854 

1,989 

19,692 

810,641 

229,531 

418,157 

131,599 

156,150 

106,089 

24,318 

1,586 

－ 

－ 

△ 158,608 

－ 

△ 7,157 

△ 151,450 

－ 

△ 24,890 

－ 

△ 14,511 

△ 10,379 

－ 

97 

－ 

－ 

資産計 1,665,001 1,481,599 △ 183,401 

金融派生商品（*２） 

ヘッジ会計が適用されてい

ないもの 122 122 － 

金融派生商品計 122 122 － 

(*１) 貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(*２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（注）市場価格のない株式等は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「ロ．有価証券 ⅳ その他

有価証券」には含めておりません。 

(単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式(*) 116 

合計 116 

(*) 非上場株式については、市場価格がないことから「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第19号 2020 年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしており

ません。 
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③ 金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時

価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

イ．時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品 

(単位：百万円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭の信託 1,933 229,587 － 231,521 

 運用目的 1,933 56 － 1,989 

その他 － 229,531 － 229,531 

有価証券 11,051 144,865 － 155,917 

売買目的有価証券 － 131,599 － 131,599 

 外国証券 － 21 － 21 

  外国その他の証券 － 21 － 21 

 その他の証券 － 131,578 － 131,578 

その他有価証券 11,051 13,266 － 24,318 

公社債 8,959 1,730 － 10,690 

国債 8,959 － － 8,959 

地方債 － 1,728 － 1,728 

社債 － 1 － 1 

  外国証券 2,092 3,180 － 5,272 

   外国公社債 2,092 3,180 － 5,272 

  その他の証券 － 8,355 － 8,355 

金融派生商品 － 168 － 168 

通貨関連 － 168 － 168 

資産計 12,985 374,621 － 387,606 

金融派生商品 － 45 － 45 

 通貨関連 － 45 － 45 

負債計 － 45 － 45 
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ロ．時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品 

(単位：百万円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭の信託 830,333 － － 830,333 

 満期保有目的 19,692 － － 19,692 

 責任準備金対応 810,641 － － 810,641 

有価証券 229,786 32,453 － 262,240 

 満期保有目的の債券 123,697 32,453 － 156,150 

  公社債 123,697 22,684 － 146,382 

   国債 123,697 － － 123,697 

地方債 － 1,924 － 1,924 

   社債 － 20,759 － 20,759 

  外国証券 － 9,768 － 9,768 

   外国公社債 － 9,768 － 9,768 

 責任準備金対応債券 106,089 － － 106,089 

  公社債 102,250 － － 102,250 

   国債 102,250 － － 102,250 

  外国証券 3,838 － － 3,838 

   外国公社債 3,838 － － 3,838 

貸付金 － － 1,586 1,586 

 保険約款貸付 － － 1,586 1,586 

資産計 1,060,120 32,453 1,586 1,094,160 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金銭の信託 

主として有価証券で運用する金銭の信託は有価証券と同様な方法により算定した価額をもって

時価としており、構成物のレベルに基づき時価を分類しております。 

また、上記以外に、金銭の信託内において為替予約取引、通貨オプション取引及び株価指数オプ

ション取引を利用しております。 

為替予約取引について、時価の算定は金融派生商品と同様な方法によっております。 

通貨オプション取引及び株価指数オプション取引については、市場における相場価格又は観察可

能な市場デ－タに基づき算定された価格等を時価としており、活発な市場における無調整の相場価

格を利用できるものはレベル１の時価、そうでない場合にはレベル２の時価に分類しております。 

有価証券 

債券は観察可能な取引価格等を時価としており、活発な市場における無調整の取引価格等を利用

できるものはレベル１、観察可能な取引価格等を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレ

ベル２の時価に分類しております。 

また、投資信託は市場における相場価格又は業界団体や投資信託委託会社が公表する基準価額等

を時価としており、活発な市場における無調整の取引価格等を利用できるものはレベル１、そうで

ない場合にはレベル２の時価に分類しております。 

貸付金 

保険約款貸付は、過去の実績に基づく返済率から生成した将来キャッシュ・フロ－を、リスク・

フリ－・レ－トで割り引いて時価を算定しており、観察できないインプットを用いていることから
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レベル３の時価に分類しております。 

金融派生商品 

為替予約取引は、先物為替相場等を使用しており、レベル２の時価に分類しております。 

(19) 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、65,477百万円であります。 

(20) 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸付条件緩和

債権の額は、22百万円であります｡ 

なお、それぞれの内訳は次のとおりであります｡ 

① 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は10百万円であります。 

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始

の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であり

ます。 

② 債権のうち、危険債権額はありません。 

なお、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化

し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、破産更生債権

及びこれらに準ずる債権に該当しない債権であります。 

③ 債権のうち、三月以上延滞債権額は12百万円であります。 

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として三月以上

延滞している貸付金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないものでありま

す。 

④ 債権のうち、貸付条件緩和債権額はありません。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破

産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

(21) 有形固定資産の減価償却累計額は69百万円であります。 

(22) 特別勘定の資産の額は138,313百万円であります。なお負債の額も同額であります｡ 

(23) 関係会社に対する金銭債権の総額は137百万円、金銭債務の総額は25百万円であります。 

(24) 繰延税金資産の総額は、12,630百万円、繰延税金負債の総額は、3,567百万円であります。繰延税金資

産のうち評価性引当額として控除した額は、926百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金6,038百万円、保険契約準備金

2,736百万円、価格変動準備金1,988百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、為替差損益 3,567百万円であります。 

(25) 当事業年度における法定実効税率は27.97％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、差異の原因となった主な項目別の内訳の注

記を省略しております。 

(26) 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高 340百万円 

当事業年度契約者配当金支払額 26百万円 

利息による増加等 0百万円 

契約者配当準備金戻入額 0百万円 

当事業年度末現在高 313百万円 

(27）担保に供している資産の額は、有価証券（国債）61,633百万円、有価証券（外国証券）3,844百万円であ

ります。 

また、担保付債務の額はありません。 

なお、上記有価証券は、有価証券担保付有価証券貸借取引により差し入れた有価証券65,477百万円であ

ります。 
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(28）保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に

相当する支払備金（以下「出再支払備金」という）の金額は7百万円であり、同規則第71条第１項に規定

する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という）の金額は2,129,281百

万円であります。 

(29）１株当たりの純資産額は53,320円32銭であります。 

(30）契約の諸条件に照らして、以下の①②に該当する一定の再保険契約(保険業法施行規則第71条第３項に

規定する再保険に係るものを除く)に係る未償却出再手数料(受再保険会社から収受した手数料のうち、当

該再保険契約により再保険に付した部分に係る将来の収益又は利益から受再保険会社に支払うものをい

う)の当事業年度末残高は26,375百万円であります。 

 ① 未償却出再手数料及びこれに附帯して支弁する費用その他これに準ずるものを受再保険会社に将

来支払うことを約するものであること。 

   ② 保険契約に係るリスクのうち、当該再保険に付された部分に係るリスクの一部を移転するものであ

ること。 

(31）退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。 

① 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

② 確定給付制度 

イ．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,804百万円 

勤務費用 37百万円 

利息費用 37百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 △79百万円 

退職給付の支払額 364百万円 

過去勤務費用の当期発生額 27百万円 

その他 － 

期末における退職給付債務 2,464百万円 

ロ．年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

当社は年金資産を有しておりません。 

ハ．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

積立型制度の退職給付債務 － 

年金資産 － 

 － 

非積立型制度の退職給付債務 2,464百万円 

   未認識数理計算上の差異 － 

   未認識過去勤務費用 － 

   その他 － 

退職給付引当金 2,464百万円 
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ニ．退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用 37百万円 

利息費用 37百万円 

期待運用収益 － 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △79百万円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 27百万円 

その他 － 

確定給付制度に係る退職給付費用 24百万円 

ホ．年金資産の主な内訳 

  当社は年金資産を有しておりません。 

へ．長期期待運用収益率の設定方法 

当社は年金資産を有しておりません。 

ト．数理計算上の計算基礎に関する事項 

 期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

なお、割引率は加重平均による率を記載しております。 

割引率 2.12％ 

長期期待運用収益率 － 

③ 確定拠出制度 

当社は確定拠出制度を設定しておりません。 
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(単位：百万円)

経　　　常　　　収　　　益 912,827
784,664
625,354
159,309
123,090

6,140
預 貯 金 利 息 86
有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 5,031
貸 付 金 利 息 46
そ の 他 利 息 配 当 金 976

91,696
160

1,366
0

23,726
5,072
4,725

340
6

経　　　常　　　費　　　用 900,499
775,806
78,516
11,505
21,758

192,937
3,347

467,740
99,748

419
99,328

0
148

0
16
17

113
20,314
4,480

2
3,218
1,084

174
経　　　常　　　利　　　益 12,328
特　　　別　　　損　　　失 907

8
295
603

0
11,420
2,472

726
3,199
8,221

２０２５年度　損益計算書
2025年 4月 1日から
2026年 3月31日まで

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

金 銭 の 信 託 運 用 益

為 替 差 益

そ の 他 運 用 収 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益

金 融 派 生 商 品 収 益

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

そ の 他 の 経 常 費 用

当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

本 社 移 転 費 用

契 約 者 配 当 準 備 金 戻 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計
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（注） 

 

（１）関係会社との取引による費用の総額は 751百万円であります。 

（２）有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券 16百万円であります｡ 

（３）支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 3百万円、責任準備金繰入額の

計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 443,976 百万円であります。 

（４）金銭の信託運用益には、評価益が 67,397百万円含まれております｡ 

（５）金融派生商品収益には、評価益が 160百万円含まれております｡ 

（６）１株当たりの当期純利益は 5,138円 69銭であります｡ 

（７）再保険収入には、「貸借対照表注記（30）」に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出再手数料の増

加額15,116百万円を含んでおります。 

再保険料には、「貸借対照表注記（30）」に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出再手数料の減少

額14,363百万円を含んでおります。 

（８）当事業年度における関連当事者との重要な取引はありません。 
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